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三井住友信託銀行株式会社との 

「MEGURU STATION®事業に対するインパクト評価提携に関する覚書」の締結に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日 2022年 11月 18日付で三井住友信託銀行株式会社と「MEGURU STATION®事業に対するイン

パクト評価提携に関する覚書」（以下 本合意）を締結することを業務執行機関決定し、基本合意書を締結

しましたので、下記の通りお知らせいたします。MEGURU STATION®（以下 本ステーション）におけるイン

パクト評価の共同実施、ならびに同事業に付随する協業案件を推進していきます。 

 

記 

 

１．本合意の目的と取り組み内容 

当社グループが全国で展開を目指す、互助共助コミュニティ型の資源回収ステーション「MEGURU STATION®」

を対象に、三井住友信託銀行株式会社が有するインパクト投資の評価手法を用い、インパクト評価を共同実施

します。本ステーションが社会にもたらす好影響を客観的かつ定量的に可視化することで、今後の自治体連携、

企業連携を推進し、事業の展開速度を上げることが狙いです。 

① 本ステーションがどのように社会的・環境的・経済的なインパクトを生み出すのか、その事業戦略を可

視化するロジックモデル※の作成 

※ロジックモデルとは：事業や組織が最終的に目指す変化・効果（アウトカム）の実現に向けた事業の

設計図 

② 企業価値の向上に密接に関連する重要なインパクトを特定 

③ 特定したインパクトの実現可能性と現時点でのパフォーマンスを評価 

④ 特定したインパクトに対する目標の設定ならびにモニタリングに必要な KPI（Key Performance 

Indicator）の検討 

両社は、2022 年 12 月中に本ステーションにおけるインパクト評価のロジックモデル完成を目指します。ま

た、付随する協業案件を推進していきます。 

 

 

２．「MEGURU STATION®」の概要 

 「MEGURU STATION®」は、住民自身が家庭ごみを分別し、資源を持ち込むことで地域のサーキュラーエコノミ

ーを促進する「資源回収機能」と、リユース市やくつろぎの場など世代を超えて住民同士が交流する「コミュ

ニティ醸成機能」を併せ持つ、互助共助コミュニティ型の資源回収ステーションです。 

 当社グループはこれまで、宮城県南三陸町、奈良県生駒市、兵庫県神戸市、福岡県大刀洗町で自治体や地域

住民と共に「MEGURU STATION®」の社会実証・実装に取り組んできました。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．インパクト評価の概要 

 インパクト評価とは、ある企業の製品・サービス・活動が社会・環境・経済に及ぼす影響（インパクト）を、

可視化して定量的、定性的に評価する手法です。企業活動からインパクト創出までの過程をロジックモデルに

より可視化します。可視化することによりステークホルダーとの合意形成および、インパクト最大化に向けた

事業の改善が可能となります。 

 

 

４．本合意締結先の概要 

(1) 名称 三井住友信託銀行株式会社 

(2) 所在地 東京都千代田区丸の内一丁目 4番 1号 

(3) 代表者の役職・氏名 取締役社長 大山 一也 

(4) 事業内容 
「信託」の多彩な機能を活用し、個人・法人・投資家それぞれに生じる社会課題に

対して、付加価値の高い商品・サービスをお客さまに提供 

(5) 資本金 3,420億円 

(6) 設立年月日 1925年 7月 28日 

 

５．日程 

2022年 11月 18日（金） 業務執行機関決定 

2022年 11月 18日（金） 基本合意書締結 

 

６．今後の見通し 

本合意が当社の業績に与える影響は軽微です。 

 

 

以上 


